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TCFD提言への賛同表明及びTCFD提言に基づく情報開示について 

 

当社は、本日開催の取締役会において、「TCFD（気候関連財務情報開示タスクフォース）」提

言への賛同及び「TCFD（気候関連財務情報開示タスクフォース）」提言に基づく情報開示をする

ことを決議いたしましたので、お知らせいたします。 

当社では、持続可能な社会の発展を目指した気候関連対策や生物多様性の保全、他の活動は、

企業にとっての重大な使命であると考えております。当社は、創業以来30年以上、ITを駆使して

お客様のデジタル化をご支援する事業を展開しております。その事業内容から、製造業の企業等

と比較して自社のGHG（温室効果ガス）の排出量は限定的であると認識しておりますが、一層の

削減に取り組む他、当社のソリューションサービスを導入いただくことにより、当社のお客様の

GHG（温室効果ガス）排出量削減にも貢献できるものと考えております。 

 また、取組状況の情報開示にあたっては、国際環境NGOであるCDPへの質問回答やIFRS財団傘下

のISSB（国際サステナビリティ基準審議会）の今後の動向への対応も含めて、徐々に取組み内容

を充実していきたいと考えております。 

 

記 

 

１．ガバナンス 

当社は、代表取締役社長を気候関連対策に関する最高責任者とし、取組方針や目標の設定を行

うと共に、活動状況・目標に対する進捗の監督を行っております。また、気候関連対策と事業運

営の実務とを関連付けるため、代表取締役社長を委員長とし取締役経営企画本部長を副委員長と

した「サスティナビリティ推進委員会」を設置しております。当該委員会は、気候変動対策を含

むサスティナビリティに関連する重要なリスクと機会を特定すると共に、日々の事業運営に基づ

いたGHG（温室効果ガス）排出量削減対策の実務を担ってまいります。当該委員会には、四半期

に１度、取締役会に対する活動状況・目標進捗の報告を義務付けております。また、当社の取締

役会は、独立社外取締役５名を含めた 14 名で構成されており、それぞれの多様な経験と知見に

基づく判断やアドバイスが成されています。加えて、社内委員会であるリスク管理委員会と連携

し、必要に応じて助言を受ける体制としております。 
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２．戦略 

当社では、可能な限りの科学的根拠に基づき、当社を取り巻く事業環境の将来をイメージし、

「４℃シナリオ」と「２℃シナリオ」を用いて気候変動によるリスクと機会を分析しております。 

 

（１) IEA（国際エネルギー機関）等の科学的根拠に基づいた世界観の定義 

4℃ シナリオ

(成行きパターン)

2℃ シナリオ

(規制強化パターン)

炭素税 導入なし 採用なし 100US$/t-CO2 IEA WEO2020

電力価格 216 US$/MWh
209 US$/MWh

（現在の0.97倍）

231 US$/MWh

（現在の1.07倍）
IEA WEO2018

GHG排出量目標 207.5百万t-CO2 環境省

洪水発生頻度(日本) ー
4倍

(2040年)

2倍

(2040年)

国交省「気候変動を踏ま

えた治水計画提言」

猛暑日の増加 (基準年2019年) 年間+0.3日 年間+0.05日 環境省

空調電力使用量の増加 (基準年2016年) 1.7倍 1.6倍 IEA

サスティナブル認証商品売上 1285億USD Nielsen他

EV普及率 0.3% 5% 39% Global Calculator

出所

移行リスク2030年、物理リスク2050年

消費者の環

境意識変化

2967億USD (2.3倍)

気象パターン

の変化

重要事項 想定パラメータ 現在

168百万t-CO2（削減率19%）

炭素税、

政策目標

 

 

 

 

 

 



（２) 「４℃シナリオ」及び「２℃シナリオ」 に基づく事業インパクト 

 

 
 

（３) リスクと機会 

前項（２）のシナリオに基づく「短期・中長期」のリスクと機会は以下のとおりです。 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

３．リスク管理 

気候変動関連リスクの識別及び評価ならびに管理は、サスティナビリティ推進体制と同様にサ

スティナビリティ推進委員会がリスク情報の収集・分析を行い、四半期に一度、取締役会に報告

し、指示を仰ぐものとしております。また、リスクについてはリスク管理委員会にも共有を行い、

必要に応じて助言をもらう体制としております。また、当社は監査等委員会設置会社であり、監

査等委員会には弁護士や公認会計士といった専門知識を有する独立社外取締役が２名いること

から、多様な視点からリスク情報を捉え審議及び判断する体制を構築しております。 

 

４．指標と目標 

■GHG（温室効果ガス）排出量の削減目標 ※範囲は、Scope１+Scope２ 

 

 

以  上 


